
様式第１号
堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金交付申請書
　　年　　月　　日
堺　市　長　殿
申請者
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	

共同申請者
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	

　　　　　年度堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金について、次のとおり補助を受けたいので、堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
	補助金交付申請額
		円

	添付書類
	①補助対象事業の内容（様式第２号）
②役員情報届出書（法人その他の団体に限る。様式第３号）
③直近の年度に係る市民税等の滞納がないことの証明書類
④補助対象経費に関する見積書及び内訳書の写し
⑤前年度の対象事業所全体におけるエネルギー使用量及び温室効果ガス排出量に関する書類（様式第１号別紙１）
⑥補助対象設備導入前（既設機等）の写真（再エネ設備にあっては、設置予定場所の写真）
⑦省エネルギー診断に係る診断結果等の報告書の写し
⑧その他補助金の申請に当たり市長が必要と認める書類

リース契約等の場合（申請者の書類のほか共同申請者としての必要書類）
①導入する補助対象設備に関するリース契約書等の案
②リース料金等から補助金相当分が還元されていることが確認できるもの
※リース契約等の場合は、設備の提供を受ける事業者は申請者欄に、リース事業者等は共同申請者欄に記入等すること。

	誓約事項及び
同意事項
	☐　私（申請者及び共同申請者。以下同じ。）は、補助金交付申請の内容に一切の虚偽がないことを誓約します。また、提出書類の内容について、堺市が関係先に確認することに同意します。
☐　私は、堺市税の滞納が無いことを誓約します。
☐　私は、暴力団員又は堺市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。
☐　私は、堺市暴力団排除条例に基づき、申請内容等の確認のため必要に応じて、関係機関に申請者の住所、氏名等申請書に記載されている情報を提供されることに同意します。
☐　私は、上記事項について、虚偽であることが判明した場合は補助金の交付を受けられないことに対し、異議を申し出ません。

	補助条件
	☐　補助金は、その目的以外に使用しないこと。
☐　補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容について変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をし、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。
☐　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。
☐　堺市補助金交付規則（平成12年規則第97号）の規定に従うこと。
☐　補助事業完了後、別に定める様式により実績報告書をその定める期日までに市長に提出すること。
☐　補助金の交付の決定の内容又はそれに付した条件に違反し、若しくは法令又はそれに基づく市長の処分に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還しなければならないこと。




様式第２号

補助対象事業の内容

申請者の担当者（連絡窓口）
	所属
	
	役職
	

	氏名
	
	E-mail
	

	Tel
	
	Tel(携帯)
	



共同申請者の名称及び担当者（連絡窓口）　※リース契約等の場合のみ記入
	法人名
	

	所属
	
	役職
	

	氏名
	
	E-mail
	

	Tel
	
	Tel(携帯)
	



事業概要
	設置場所
名称
	
※申請者と同一の場合は記載不要
	設置場所
住所
	〒
堺市

	工事着工予定月
	
	支払完了予定月
	

	導入予定設備
メーカー・型番
	
	発注予定業者
	

	省エネ設備
削減要件（①②の
いずれかにチェック）
	☐　①エネルギー使用量又は温室効果ガス排出量を、１％以上又は１t-CO2/年以上削減する事業
☐　②エネルギー使用量又は温室効果ガス排出量を、５％以上又は５t-CO2/年以上削減する事業

	再エネ設備
削減要件（①②の
いずれかにチェック）
	☐　①導入容量１０ｋＷ未満の補助対象設備を導入する事業
☐　②導入容量１０ｋＷ以上の補助対象設備を導入する事業
導入容量：　　　　ｋＷ



補助金額の計算
	国等の補助金の採択状況
	☐　受けている　（補助金名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐　受けていない



	補助対象設備
	補助対象経費
	国等の補助額
	金額

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	合計
	円



	補助金申請額
（補助上限額：900,000円、450,000円又は100,000円）
	円


※　千円未満切り捨て
※　メーカー名や型式、定格値がわかる仕様書、製品カタログ等を添付すること。
※　設備導入による省エネルギー効果の試算については、その算定根拠が分かる「省エネルギー診断報告書」（再エネ設備にあっては「発電シミュレーション報告書」）を添付すること。

様式第３号

役員情報届出書

　　年　　月　　日
堺　市　長　殿

堺市補助金交付規則第４条の規定により、補助金の交付申請を行うに当たり、下記の役員情報を届出いたします。なお、記載内容に変更が生じた場合は、変更の内容及び理由を記載し、再び提出します。

《役員情報》

（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：	
生  年  月  日：	
住　　　　　所：	
　
（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：	
生  年  月  日：	
住　　　　　所：	

（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：	
生  年  月  日：	
住　　　　　所：	

（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：	
生  年  月  日：	
住　　　　　所：	

《変更の場合：理由》







※リース契約等の場合は、リース事業者等も提出すること。

様式第５号

堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金変更申請書

　　　　年　　月　　日
堺　市　長　殿

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	

共同申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	


　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定の通知を受けた　　年度堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金を下記のとおり変更したいので、申請します。

記

１　事業名：

２　補助金：　	交付決定額　	円
	追加交付・一部取消　申請額　	円
	変更後交付申請額　	円

３　変更を受けようとする理由：


４　変更内容　変更後の様式第２号のとおり

５　提出書類　変更後に必要となる別表３に掲げる提出書類

６　国等の補助金の交付決定通知書又は補助金額確定通知書その他これらに相当する書類のうち最新のものの写し（国等に申請している場合のみ提出）

【注意事項】
[bookmark: _Hlk108183920]リース契約等の場合は、設備の提供を受ける事業者と共同申請者と共同で申請すること。 

様式第６号

堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金実績報告書

　　年　　月　　日
堺　市　長　殿
補助事業者
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	




　　年度堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金について、次のとおり関係書類を添えて、報告します。
	補助年度
	令和　年度
	補助金の名称
(又は補助事業名)
	堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金

	交付決定
	　　　年　　月　　日付け通知
	堺環エネ第　　　　号

	補助金交付決定額
		円

	
添付書類
	①売買契約書、工事請負契約書その他これらに相当する書類の写し
②工事請負業者等が補助事業者に発行した領収書その他これに相当する
書類の写し
③補助対象設備導入後（新設機等）の写真
④その他補助金の実績報告に当たり市長が必要と認める書類

※申請時に提出後、内容の変更があった書類は、最新のものを提出すること。

リース契約等の場合（申請者の書類のほか共同申請者としての必要書類）
①導入した補助対象設備に関するリース契約書等の写し

	軽微な変更事項
（補助金額の変更を伴わない事業内容の変更等）
	





様式第８号

堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金交付請求書

　　年　　月　　日
堺　　市　　長　　殿

補助事業者
所在地：	
名称：	
代表者　職・氏名：	


　　年度堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金について、堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第１６項第１号の規定により、次のとおり請求します。
	補助年度
	　　年度
	補助金の名称
(又は補助事業名)
	堺市事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金

	交付決定通知
	　　　　年　　月　　日付け通知
	堺環エネ第　　　号

	補助金交付決定額
		円

	確定通知
	　　　　年　　月　　日付け通知
	堺環エネ第　　　号

	補助金確定通知額
		円


交付決定通知及び確定通知の欄は、申請変更を行った場合、最新のものを記載すること。

振込先
	金融機関名
	
	銀行・信用金庫

	支店名
	
	支店

	預金種別
	☐　普通　　　☐　当座　　　☐その他（　　　　　　　　）

	口座番号
	

	口座名義人
※
	フリガナ
	

	
	


※様式第１号の申請書に記載の申請者（リース契約等の場合は、様式第１号の申請書に記載の共同申請者）と同一名義とすること。
